四万十市長による後見開始等の審判請求手続要綱

平成21年１月19日
告示第３号
（趣旨）
第１条　この要綱は、認知症高齢者、知的障害者及び精神障害者（以下「認知症高齢者等」という。）の福祉の増進を図るため、老人福祉法（昭和38年法律第133号）第32条、知的障害者福祉法（昭和35年法律第37号）第28条及び精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第51条の11の２に規定する審判の請求(以下「審判請求」という。)を市長が行う場合の手続等を定めるものとする。
（審判請求の対象者）
第２条　市長が審判請求を行う者（以下「対象者」という。）は、本市に居住し、かつ住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)に規定する住民基本台帳に記載されている者（介護保険法（平成９年法律第123号）第13条に規定する住所地特例対象被保険者（以下「特例被保険者」という。）として他の市町村の被保険者である者を除く。）又は他の市町村に居住している本市の特例被保険者のうち、特に市長による審判請求を必要とする状態にある者で、次の各号のいずれにも該当するものとする。
(1) 認知症、知的障害又は精神障害等によって事理を弁識する能力が不十分なために、日常生

活を営むことに支障があること。
(2) 後見開始等の審判の請求を対象者自ら行う事が困難であること。

(3) 対象者の配偶者及び２親等内の親族（以下「２親等内の親族等」という）の所在や存否が不明であるか、２親等内の親族等の所在が明らかであっても対象者の審判請求の申し立てに係る援助が期待できない、又は２親等内の親族等がなく３親等又は４親等の親族であって審判請求をする者の存在が明らかでないこと。
(4) 介護保険サービス、障害者福祉サービス又はその他福祉サービスを利用する必要がある者で、これらのサービスを利用することにより福祉の増進が期待できること。
２　市長は前項の規定にかかわらず対象者自らの福祉の増進を図るため市長が特に必要と認めたもので、前項各号の規定に該当する者の審判請求をすることができる。

 (市民等の要請)
第３条　次の各号に掲げる者は、対象者に該当すると思われる者（以下「該当者」という。）がいると判断したときは、当該該当者に係る審判請求を行うことを市長に対して要請することができる。
(1) 民生委員
(2) 該当者の日常生活の援助者（４親等内の親族等を除く。）

(3) 老人福祉法第５条の３に規定する老人福祉施設の長
(4) 介護保険法第８条第25項に規定する介護保険施設の長
(5) 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号）第５条第11項に規定する障害者支援施設の長
(6) 医療法(昭和23年法律第205号)第１条の５に規定する病院又は診療所の長
(7) 地域保健法(昭和22年法律第101号)第５条第１項に規定する保健所の長
(8) 社会福祉法（昭和26年法律第45号）第109条に規定する市町村社会福祉協議会の長

(9) その他市長が適当と認める者
２　前項の要請は、市長による後見開始等の審判請求に係る要請書（様式第１号)により行うものとする。
（調査の実施）
第４条　市長は、前条の要請があったとき又は該当者がいると認めるときは、該当者及び要請者等との面談等を行い、必要な事項を調査するものとする。

２　市長は、前項の調査の結果、該当者が後見開始等の審判を受ける必要があると判断した場合には、２親等内の親族等にその必要性を説明すると共に、後見開始等の審判の請求を行うことを促すものとする。その際、該当者に係る後見開始等の審判の請求を２親等内の親族等が自ら行う意思の有無及び自ら行う意思の無い場合には市長が審判請求を行うことについての異議の有無について、親族等意見確認書（様式第２号）によって確認するものとする。ただし、市長が特別の事情があると判断した場合は、この限りではない。

　（市長審判請求審査委員会）

第５条　市長が審判請求を行うことについての適否等を審査するため、市長審判請求審査委員会（以下「委員会」という。）を設置する。

２　市長は、前条に規定する調査の結果、審判請求を市長が行う必要があると判断した場合には、委員会の意見を聴いたうえで、審判請求を行うこととする。なお、第２条第１項各号全てに該当することが明らかであり、委員会の開催を要しないと市長が認める場合は、これを省略することができる。
　（委員会の組織）

第６条　委員会は、副市長、総務課長、高齢者支援課長及び福祉事務所長で構成し、副市長を委員長とする。

２　委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。

３　委員長に事故あるときは、あらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

　（委員会の会議）

第７条　委員会の会議は、委員長が必要に応じて召集し、委員長が議長となる。

２　委員は、委員会で審査すべき事項が生じた場合には、委員長に委員会の開催を求めることができる。

３　委員長及び委員の過半数が出席しなければ委員会を開くことはできない。

４　委員会の議事は、出席した者の過半数で決し、可否同数の場合は委員長の決するところによる。

　（委員会の庶務）

第８条　委員会の庶務は、次の各号に定めるとおり審議する事項に対応する担当課において処理する。

(1) 福祉事務所　精神障害者又は知的障害者に係るもの

(2) 高齢者支援課　認知症高齢者に係るもの
　（請求手続き）

第９条　審判請求に係る申立書、添付書類及び予納すべき費用等、その他の手続きは、家庭裁判所の定めるところによる。

（審判請求費用の負担等）
第10条　市は、家事審判法(昭和22年法律第152号)第７条において準用する非訟事件手続法(明治31年法律第14号)第26条の規定により、審判請求に係る費用（以下「審判請求費用」という。）を負担するものとする。この場合において、原則として市長は、審判請求費用の求償権を取得するために、同法第28条の命令に関する職権発動を促す申し立てを家庭裁判所に対して行うものとする。

２　市長は、前項に規定する求償権を取得した場合は、審判請求費用の額の確定後、速やかに求償権を行使するものとする。ただし、市長が特別な理由があると認めた場合は、この限りではない。

　（その他）

第11条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この告示は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成23年９月21日告示第98号）

　この告示は、公布の日から施行する。
附　則（平成30年４月１日告示第44号）

　この告示は、公布の日から施行する。

 附　則（令和３年４月１日告示第38の４号）

　この告示は、公布の日から施行する。

附　則（令和４年４月１日告示第44の３号）

　この告示は、公布の日から施行する。
附　則（令和６年４月１日告示第50の10号）

　この告示は、公布の日から施行する。
様式第１号(第３条関係)　　　

市長による後見開始等の審判請求に係る要請書
四万十市長　　　　様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　年　月　日
	要請者
	住　所
	〒

電話　（　　　）　　　　　FAX　（　　　）

	
	氏　名
	　　　　　　　　　　㊞
	本人との関係
	

	
	意　見
	四万十市長による後見開始等の審判請求手続要綱第３条の規定に基づき、下記該当者に対する後見開始等の審判請求を四万十市長が行うことを要請します。


　

	該当者
	ﾌ ﾘ ｶﾞ ﾅ

氏　名
	
	生年月日

年　　齢
	年　　月　　日生

　　　　　（　　　歳）

	
	住　所
	〒

電話　   （　　　　）

	
	本　籍
	
	筆頭者
	

	
	職　業
	

	該当者の状況
	（以下について、分かる範囲で報告してください）

○相談に及んだ経緯

○該当者の経歴(出生、学歴、職歴、結婚、出産等)

○心身の状況

１病歴(病名、認知症や障害の発現時期、受傷・受診時期、通院・入院歴等)

２身体状況

３精神状況

○親族の状況

○財産の状況

１不動産

２預貯金

３その他の資産

４負債

○収支の状況

１収入

２支出

○特記事項（留意すべき点）


様式第２号(第４条関係)

親　族　等　意　見　確　認　書
四万十市長　　　様

	該　　当　　者
	氏　　　名
	

	
	生年月日・年齢
	　　　　　　年　　月　　日生　　　　　　歳

	
	住　　　所
	

	
	電　　　話
	（　　　　　）

	親族等の意見確認欄(氏名、住所等をご記入ください)

	氏　　名
	㊞　　　　　　　　

	続　　柄
	

	住　　所
	

	電　　話
	（　　　　　）

	成年後見の申立てに関する意　　見
	□のどちらかにチェックしてください。

	
	□　上記該当者に代わって後見開始等の審判請求を行う意思はありません。

　　また、四万十市長が審判請求を行うことに異議はありません。

	
	□　上記該当者に代わって後見開始等の審判請求を行う意思があります。

	
	　　※他にご意見があれば下記にご記入ください。

	
	

	
	


PAGE  
4

